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通商産業省令第８１号 

最終改正 令和２年３月３１日 

総務省・経済産業省令第１号  

 

 

統計法（昭和２２年法律第１８号）第３条第２項の規定に基き、工業統計調査規則を次のように制定する。 

 

（省令の目的） 

第１条 統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）第２条第４項に規定する基幹統計である
経済構造統計を作成するための調査のうち経済センサス活動調査規則（平成２３年総務省・経済産業省令

第１号）第１条に規定するもの（以下「経済センサス活動調査」という。）の実施中間年（経済センサス

活動調査を実施する年以外の年をいう。以下同じ。）における経済構造統計を作成するための調査のうち

工業の実態を明らかにする調査（以下「工業調査」という。）の施行に関しては、この省令の定めるとこ

ろによる。 

 

（調査の目的） 

第２条 工業調査は、工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得るとともに、経済センサ
ス活動調査の実施中間年における経済構造統計を作成することを目的とする。 

 

（調査の期日） 

第３条 工業調査は、経済センサス活動調査の実施中間年の毎年６月１日現在によって行う。 

 

（調査の範囲） 

第４条 工業調査は法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類に掲げる大分類E―製造業

に属する事業所について行う。ただし、次項に規定する調査困難地域内にある事業所、国に属する事業所

及び従業員３人以下の事業所については、この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する「調査困難地域」とは、東日本大震災（平成２３年３月１１日に発生した東北
地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。以下同じ。）の影響により工業

調査の実施が困難な地域として総務大臣及び経済産業大臣の定める地域をいう。 

 

（調査の種類） 

第５条 工業調査は、甲調査及び乙調査とする。 

２ 甲調査は、前条に規定する事業所であって、従業者３０人以上のもの（製造、加工又は修理を行ってい
ない本社又は本店であるものを除く。）について行う。 

３ 乙調査は、前条に規定する事業所であって、従業者２９人以下のもの（製造、加工又は修理を行ってい
ない本社又は本店であるものを除く。）について行う。 

 

（調査事項） 

第６条 甲調査は、次に掲げる事項について行う。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 本社又は本店の名称及び所在地 

三 他事業所（国内）の有無 

四 経営組織 

五 資本金額又は出資金額 

六 従業者数 



七 現金給与総額 

八 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

九 原材料、燃料及び電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費並びに転売した商品の仕入額 

十 有形固定資産 

十一 製造品在庫額、半製品及び仕掛品の価額並びに原材料及び燃料の在庫額 

十二 製造品の出荷額、在庫額等 

十三 品目別製造品出荷額、加工賃収入額及びその他収入額の合計金額 

十四 製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合 

十五 主要原材料名 

十六 作業工程 

十七 工業用地及び工業用水 

２ 乙調査は、次に掲げる事項について行う。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 本社又は本店の名称及び所在地 

三 他事業所（国内）の有無 

四 経営組織 

五 資本金額又は出資金額 

六 従業者数 

七 現金給与総額 

八 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

九 原材料、燃料及び電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費並びに転売した商品の仕入額
の合計金額 

十 製造品出荷額等 

十一 品目別製造品出荷額、加工賃収入額及びその他収入額の合計金額 

十二 製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合 

十三 主要原材料名及び簡単な作業工程 

 

（調査票の様式） 

第７条 甲調査及び乙調査は、それぞれ総務大臣及び経済産業大臣が定める様式による工業調査票甲及び乙
（以下「調査票」と総称する。）によって行う。 

２ 総務大臣及び経済産業大臣は、前項の様式を定めたときは告示する。 

 

（報告義務） 

第８条 第４条に規定する事業所の管理責任者（以下「報告義務者」という。）は、第５条の区分に従い、
調査票に掲げる事項について報告しなければならない。ただし、２以上の事業所を有する個人又は法人そ

の他の団体のうち総務大臣及び経済産業大臣が指定した企業（以下「本社一括調査企業」という。）に属

する事業所にあっては、本社一括調査企業を代表する者（以下「本社一括調査企業の報告義務者」という。）

が一括して報告しなければならない。 

 

（準備調査） 

第９条 都道府県知事は、調査を受ける事業所を確定するため、工業調査の実施に先立って第１７条第１項
に規定する工業調査員に準備調査を行わせ、総務大臣及び経済産業大臣が定める様式により、工業調査準

備調査名簿（以下「準備調査名簿」という。）一部を市町村長の定める日までに作成させなければならな

い。ただし、指定地域（東日本大震災の影響により工業調査の実施に大きな支障が生じている地域として

総務大臣及び経済産業大臣の定める地域をいう。以下同じ。）については総務大臣及び経済産業大臣が準

備調査名簿を作成するものとする。 

２ 総務大臣及び経済産業大臣は、前項の様式を定めたときは告示する。 

 



（調査の方法） 

第10条 工業調査は、第１７条第１項に規定する工業調査員が報告義務者に配布する調査票によって行う。
ただし、本社一括調査企業に属する事業所、総務大臣及び経済産業大臣が指定した事業所（以下「国直送

調査事業所」という。）又は指定地域内にある事業所（本社一括調査企業に属する事業所及び国直送調査

事業所を除く。）に対する調査は、総務大臣及び経済産業大臣がそれぞれ本社一括調査企業の報告義務者、

国直送調査事業所の報告義務者又は指定地域内にある事業所の報告義務者に配布する調査票によって行う。 

２ 報告義務者又は本社一括調査企業の報告義務者が調査票の配布を受けなかったときは、総務大臣及び経
済産業大臣にその旨を申し出て配布を受けなければならない。 

 

（調査票の提出） 

第11条 報告義務者又は本社一括調査企業の報告義務者は、調査票に所定の事項を記入し、記名して、総務
大臣及び経済産業大臣が定める日までに総務大臣及び経済産業大臣に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、報告義務者又は本社一括調査企業の報告義務者は、情報通信技術を活用した
行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第６条第１項の規定により同項に規定する電子

情報処理組織を使用する方法により調査票を提出することができる。 

３ 前項の方法により調査票を提出する報告義務者又は本社一括調査企業の報告義務者は、総務大臣及び経
済産業大臣の定めるところにより、総務大臣及び経済産業大臣の指定する電子計算機（入出力装置を含む。

以下この項において同じ。）に備えられたファイルに、調査事項情報を当該手続をする者の使用に係る電

子計算機から入力する方法により、報告しなければならない。 

 

（準備調査名簿の提出） 

第12条 市町村長は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）内の準備調査名簿を整理した上、審査し、準備
調査名簿については、その写し一部を作成して保存し、準備調査名簿一部を都道府県知事の定める日まで

に都道府県知事に提出しなければならない。 

第13条 都道府県知事は、受理した準備調査名簿を整理した上、審査し、準備調査名簿の写し一部を作成し
て保存しなければならない。 

２ 都道府県知事は、準備調査名簿一部を当年７月３１日までに、総務大臣及び経済産業大臣に提出しなけ
ればならない。 

 

（事故の場合の措置） 

第14条 市町村長は、天災事変その他避けることのできない事故のため、第１２条に規定する都道府県知事
の定める日により難いときは、直ちに、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告があった場合には、都道府県知事は、直ちに、その旨を総務大臣及び経済産業大
臣に報告しなければならない。 

３ 前項の規定による報告があった場合には、総務大臣及び経済産業大臣は、第１３条に規定する期限を、
第１項の報告を行った市町村の地域に限り、別に定めることができる。 

４ 総務大臣及び経済産業大臣は、前項の規定により第１３条に規定する期限を別に定めたときは、その旨
を告示する。 

 

第15条及び第16条 削除 

 

（統計調査員） 

第17条 工業調査の事務に従事させるため、法第１４条に規定する統計調査員として都道府県に設置される
ものは、次項に規定する事務を適正に執行する能力を有する者（次の各号に掲げる者を除く。以下「工業

調査指導員」という。）及び第４項に規定する事務を適正に執行する能力を有する者（次の各号に掲げる

者を除く。以下「工業調査員」という。）とする。 

一 国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第２条第１１号に規定する徴収職員又は地方税法（昭和２
５年法律第２２６号）第１条第１項第３号に規定する徴税吏員 



二 警察法（昭和２９年法律第１６２号）第３４条第１項に規定する警察官又は同法第５５条第１項に規
定する警察官 

２ 工業調査指導員は、市町村長の調査実施上の指導を受けて、工業調査員に対する指導、準備調査名簿の
検査及びこれらに附帯する事務を行う。 

３ 工業調査員は、市町村長から指定された調査区（以下「担当調査区」という。）を担当する。 

４ 工業調査員は、市町村長の調査実施上の指導及び工業調査指導員の指導を受けて、担当調査区内にある
事業所（指定地域内にある事業所、本社一括調査企業に属する事業所及び国直送調査事業所を除く。）に

係る調査票の配布及び準備調査名簿の作成その他これらに附帯する事務を行う。 

 

第18条 削除 

第19条 削除 

 

（集計及び公表） 

第20条 総務大臣及び経済産業大臣は、調査票を審査した上、集計し、その結果を速やかに公表する。 

２ 都道府県知事は、総務大臣及び経済産業大臣による調査票の審査を補助しなければならない。 

 

（調査票等の保存期間） 

第21条 市町村長及び都道府県知事の保存する準備調査名簿の写しの保存期間は２年とし、経済産業大臣の
保存する準備調査名簿の保存期間は１年とし、経済産業大臣の保存する調査票の保存期間は２年とする。 

２ 経済産業大臣の保存する準備調査名簿、調査票及び集計表の内容を記録した電磁的記録は永年保存とす
る。 

 

 

附 則  抄 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ 昭和２５年工業センサス規則（昭和２５年通商産業省令第９９号。以下「旧規則」という。）は、廃止
する。 

５ 平成２１年の乙調査は、第５条第３項に規定する事業所のうち、従業者４人以上のものについてのみ行
う。 

 

附 則（令和２年３月３１日総務省・経済産業省令第１号） 

この省令は、公布の日から施行する。 


